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１．基地港湾の最適な規模に関する第３回検討会におけるご意見と対応方針一覧

意 見 該当頁 対応方針

(1)

（再度地盤改良を実施する場合のコスト比較について追加検討が必要）

• 整備費用の比較について、地盤改良からやり直す場合は、もっと費用が高くな

ることが想定されるので、そのような場合も想定すべき。

（検討会後の意見内容の確認時における追加意見）基礎砕石を撤去してコンク

リート版を設置することによる対策を講じる場合コンクリート版同士が確実に荷重

を伝達し、クローラクレーンの接地圧等に対し十分な荷重分散効果を発揮できる

ように工夫や対策を講じる必要がある。

本資料P3

(参考資料２

P29)

・整備費用を比較した資料は、構造形式や

利用方法など様々な仮定をおいて試算し

たものであり、整備に必要な概算総工費

は整備する埠頭の地盤によって当資料と

異なることもある旨を記載。

・コンクリート版設置にあたっての留意事項

について記載。

（ケーソンの場合のコスト比較について追加検討が必要）

• 段階整備と一括整備でトータルコストがそれほど大きくは変わらないのであれ

ば、一括整備してもらいたい。港が使えない時期をできるだけつくらず、洋上風

力発電設備の大量導入に対応して欲しい。

・ご意見を参考にしつつ、各基地港湾の整

備について検討する。

(2)

（保管水域の水深・静穏度について追加検討が必要）

• 浮体式の場合には基礎の保管水域が必要となるとのことであるが、水域面積

だけの記載だけでなく、喫水や静穏度が必要な点なども記載しておく必要があ

るのではないか

本資料P4

(参考資料２

P39)

・保管水域には、浮体の組立・据付岸壁と

同程度の水深、静穏度が必要な旨を記載。

（15～20MW機の保管水域について追加検討が必要）

• 保管水域については、15～20MW機になるとスペックが変わる可能性が高いた

め、今後の技術開発、機種の大型化も見据え、適宜ベースラインを見直して欲

しい。

同上 ・15～20MW機では、10MW機に比べ幅、喫

水が大きくなることが想定され、技術開発

動向を踏まえ、適宜検討を行う旨を記載。

(3)

（浮体式の施工におけるSEP船のクレーン利用について追加検討が必要）

• 風車の大型化に伴い、リンガークレーンだけではなく、SEP船の本船クレーン

を使って施工を行う考えがある。

本資料P5

(参考資料２

P36)

・基地港湾での浮体基礎への風車据付段

階でSEP船の使用も想定される旨を記載。

基地港湾の最適な規模に関するご意見について、下記の方針にて対応する。
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２．対応方針に係る検討結果

（1）参考資料２ 2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会（審議概要) P29
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追記
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２．対応方針に係る検討結果

（2）参考資料２ 2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会（審議概要) P39
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２．対応方針に係る検討結果

（3）参考資料２ 2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会（審議概要) P36
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○再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォースにおいて、業界から「昭和50年4月10日付け基発
第218号」によりつり荷走行が禁止されているが、施工の効率化のため、安全対策等一定の条件を満たす場合に
はつり荷走行を認めてほしい旨、提案があった。

○これに対し厚生労働省から、「昭和50年4月10日付け基発第218号」では原則禁止としているが一律に禁止してい
るものではなく、下記事項の遵守によりつり荷走行が可能であることが示された。

・つり荷走行を前提とした移動式クレーンであり、メーカーがつり荷走行の走行条件を定めているのであれば、
その範囲内で使用すること。

・つり荷走行の実施に当たっては、クレーン等安全規則第53条、第55条に基づき、つり荷走行による負荷を踏ま
えた強度計算による製造許可、製造検査が行われていること。

・クレーン等安全規則第66条の2に基づき事業者が定める作業の方法等に、移動式クレーンのつり荷走行に係
る作業の方法等を含めて定めること。

・日本クレーン協会規格JCAS2002-2019「クローラクレーンのつり荷走行時の安定に関する指針」、JCAS 2003-
2019「ホイールクレーンのつり荷走行時の安定に関する指針」で示されている遵守事項に留意すること。

6

「第4回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 参考資料」を引用し再構成。

出典：日本クレーン協会規格 クローラクレーンのつり荷走行時の安定に関する指針（抜粋）

３．クレーンのつり荷走行について


